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研究の背景・目的

近年，社会経済情勢の変化や平成の大合併による市町村の再編政策により，
都市を取り巻く状況が大きく変化している。

地方都市の現状は，中心部で，都市の空洞化や低密度化が進み，
郊外部で，工場跡地に大規模な集客施設やマンションが建設されている。

本来，建設されるべき中心市街地には空地が目立ち，
当初想定していた市街地の広がりや用途地域等指定に乖離がみられる。

市町村合併による行政区域の拡大などの都市構造や社会情勢の変化により，
用途地域等指定だけでは対応できない課題もそれぞれの都市でみられる。
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研究の背景・目的

本研究では，大分県の都市計画区域を対象とし，用途地域等指定状況を整理する。

非線引き都市計画区域の中から適切な区域を選定し，
土地利用構造と建物分布特性を都市計画基礎調査区について分析・類型化を行い，

土地利用実態を把握する。

ヒアリング調査から問題箇所を明らかにするとともに，
用途地域等指定変更の面からケーススタディを行う。

今後の対応策を検討し，提言を行うことを目的とする。
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大分県の都市計画区域の概況整理

考察・提言

中津都市計画区域の土地利用実態の現況把握

都市計画区域における用途地域の隣接関係

非線引き都市計画区域から選定 中津都市計画区域

用途地域と公共公益施設の立地数との関係

土地利用構造と建物分布特性の実態把握

用途地域等指定変更のケーススタディ

用途地域・都市計画区域の特性把握

ヒアリング調査，隣接不適地域の調査

三角座標による分類

主成分分析による特徴把握

クラスター分析による類型化

研究の方法
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中津都市計画区域の概況整理

都市計画基礎調査区（52地区）
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中津都市計画区域の概況整理

道路整備状況

国道213号

国道10号
(中津バイパ

ス)

国道212号

・中津市役所 ・
中津駅

・東中津
駅

・
今津駅
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中津都市計画区域の概況整理

用途地域指定状況
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中津都市計画区域の土地利用実態の把握

土地利用構造の特性把握

中津都市計画区域の土地利用構造

分析方法

土地利用構成比により中津都市計画区域の
分析・類型化を行う。

都市計画基礎調査ベースの土地利用状況データを使用。

ⅰ．三角座標による分類
住居・商業・工業の3分類で分類を行う。

ⅱ．主成分分析による特徴把握
集計した8つの構成比を変数とし分析を行う。

ⅲ．クラスター分析による類型化
主成分得点を用いて，デンドログラム（樹形図）

を作成し，類型化を行う。

ⅰ＋ⅱ＋ⅲより
土地利用構造の特性を把握する。
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ⅱ．主成分分析による特徴把握

集計単位と使用データ

土地利用の種別より，
生産系，自然系，住宅用地，商業用地，

工業用地，公共施設用地，交通施設・道路用地，
その他の空地

の8つの構成比を変数として主成分分析を行っ
た 。

主成分分析の結果（因子負荷量）
軸の解釈

第１主成分…住宅用地↑，生産系↓，公共施設↑
「居住環境機能」

第２主成分…商業用地↑，交通施設・道路用地↑
「都市機能集積度」

第３主成分…工業用地↓
「産業機能」

第４主成分…自然系↑
「自然度」

中津都市計画区域の土地利用実態の把握
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ⅲ．クラスター分析による類型化

主成分分析で得られた4つの主成分
(居住環境機能，都市機能集積度，産業機能，自然度)

を用いてクラスター分析(ward法)を行い調査区
の土地利用構造の類型化を行った。

各クラスターの傾向が顕著に出た
5クラスターを採用。

各クラスターの分布状況

各クラスターにおける各土地利用構成比の平均
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土地利用構造と建物分布特性の比較

土地利用構造と建物分布特性のクラスター分析の結果を比較することで調査区の特性を把握する。

黄色に示した調査区は27地区あり，土地利用構造，建物分布特性のクラスターの特徴が
基本的に類似している調査区であり，用途地域指定に沿った土地利用形態である。

各クラスターにおける調査区の比較

土地利用構造と建物分布特性の比較

中津都市計画区域の土地利用実態の把握



土地利用構造と建物分布特性の比較

緑色で示した調査区は15地区あり，土地利用構造，建物分布特性のクラスターの特徴に
相違があるものの，土地利用構造で非都市的土地利用の影響が大きい調査区である。

そのため，三角座標による分類などの指標を用いて考察する必要がある。
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各クラスターにおける調査区の比較

土地利用構造と建物分布特性の比較

中津都市計画区域の土地利用実態の把握
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土地利用構造と建物分布特性の比較

赤色で示した調査区は10地区あり，土地利用構造，建物分布特性のクラスターの特徴に
相違がある調査区であり，用途地域指定と土地利用形態に乖離があると考えられる。

用途地域指定状況をみると工業系用途地域が指定されており，
今後，工業系建物の立地・誘導を行う又は用途地域の指定変更を考える必要がある。
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各クラスターにおける調査区の比較

土地利用構造と建物分布特性の比較

中津都市計画区域の土地利用実態の把握
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中津都市計画区域の土地利用上の問題箇所

中津市へのヒアリング調査で明らかになった問題点

case1

case1

case2

case3

case4
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用途地域等指定変更のケーススタディ

Case1 白地地域に商業施設が立地している場合
ヒアリング調査より

県道23号

工業地域

第１種住居地域

対象地区

工業地域 〜 第１種住居地域
県道23号の沿道

現況

・沿道に想定外の施設立地
・大規模商業施設
・小規模商業施設

・用途地域の指定なし

対応策

用途地域変更による対応を検討中
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用途地域等指定変更のケーススタディ

Case1 白地地域に商業施設が立地している場合
ヒアリング調査より
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用途地域等指定変更のケーススタディ

Case1 白地地域に商業施設が立地している場合
ヒアリング調査より

特別用途地区
大規模集客施設制限地区

準工業地域
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用途地域等指定変更のケーススタディ

Case1 白地地域に商業施設が立地している場合

県道23号の沿道に特別用途地区と
準工業地域の併用で指定する
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用途地域等指定変更のケーススタディ

Case1 白地地域に商業施設が立地している場合

用途地域指定変更における注意事項

特別用途地区
大規模集客施設制限地区

準工業地域

準工業地域は，工業系施設と住宅・店舗等の混在を許容する用途地域であるが，
周辺の居住環境を保全するため，用途純化を図る必要がある。

特別用途地区を指定する場合，既存不適格建築物が発生する可能性があるため，
慎重な検討が必要である。
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総括

中津都市計画区域の土地利用実態

土地利用構造と建物分布特性のクラスター分析の結果を比較する。

27地区は用途地域指定に沿った土地利用形態である。
しかし，10地区は用途地域指定と土地利用形態に乖離があると考えられる。

10地区の用途指定状況をみると，工業系用途地域が指定されており，
今後，工業系建物の立地・誘導を行う又は用途地域の指定変更を考える必要がある。
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総括

用途地域指定変更のケーススタディ

ヒアリング調査の結果から現在，土地利用上の問題となっているの白地地域であることがわかった。

白地地域（沿道）に商業施設が立地している場合

見直しの方法…段階的な見直し

対応策 …特別用途地区（大規模集客施設制限地区）と準工業地域を併用して指定する。

その際，準工業地域は，周辺の居住環境を保全するため，用途純化を図る必要がある。

特別用途地区を指定する場合，既存不適格建築物が発生する可能性があるため，
慎重な検討が必要である。
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